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Ｉ．はじめに 

○年間出生数が100万人を切り、年間で人口が約40万人減少する社会。我が国の少子

化は社会経済の根幹を揺るがしかねないまさに国難とも言える状況にある。これ

を放置すれば、社会から子育ての視点が失われ、子供を産む、子育てをすること

に様々な負担・障壁が生じ、それが更なる悪循環を招く。 

○社会の活力も失われていく。身近な生活の中でもその影響は顕在化してくる。例

えば、職場の中で若い人が減っていく。自治体の職員も確保が難しくなってい

く。公務の中で、警察官、消防士、海上保安官、自衛官等の職に就く者が減って

いくと、治安や防衛の確保に影響が出る。我々が当たり前と思っている企業活動

や行政サービスが当たり前でなくなる事態にいずれ直面する。 

○希望出生率1.8を実現し、国難と位置付けられた少子化の克服を目指して、現政権

では、待機児童の解消、幼児教育の無償化を始めとする各種少子化対策の取組が

進められているところである。本会議では、さらにこうした取組と相乗的な効果

をもたらすべく、今一度、これまでの子育てに係る取組を鳥瞰し、欠けていた視

点、いまだ不十分な取組を、当事者目線で洗い出しながら、社会全体で子供を育

てるという考え方に立ち、子育てに伴う様々な負担感や不安感が軽減され、子育

ての喜びを社会全体で分かち合うことを目指し、従来の発想にとらわれることな

く検討を行った。 

 

 

II．基本的な考え方 

○結婚や子供を産み育てる希望を持つ全ての人たちが、その希望をかなえることが

できる社会を実現するために、社会の構成員がそれぞれの立場から幅広い取組を

行う。その際、全ての世帯にそれぞれの状況に応じた多様な選択肢が用意される

とともに、子供を産み育てようとする希望、さらに、経済的負担の増す中で多子

を産み育てようとする希望を持つ人たちを手厚く支えていくことが重要である。

あわせて、安心して子育てができるよう、子育てにやさしい社会を目指す機運の

醸成に官民を挙げて取り組む。 

○もとより、結婚、妊娠、出産、子育ては個々人の自由な意思決定に基づくもので

あり、施策は個人の意思決定に介入するものではないこと、また、選択の多様性

への配慮が必要であることが前提であり、その上で、結婚、妊娠、出産、子育て

の希望をかなえること、ひいては少子化に歯止めをかけることが重要であるとい

う認識を広く国民で共有する。 

○少子化の状況と取り巻く環境は地域によって大きく異なり、少子化対策は地域の

実情に応じて取り組むべきものである。その際、結婚、妊娠、出産、子育て支援

といった狭義の少子化対策のみならず、より視野を広げ、地域の産業活性化や企
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業誘致、雇用の創出により社会の活力を維持し、地方への移住促進や若者の定

着・増加を図ること、子育て世帯にやさしいまちづくりといった広義の少子化対

策も同時に進める必要がある。その中で、市町村が競合するのではなく、より広

域の視点からの協調的取組が有効であると考えられる。 

○人口減少の中、活力・意欲あるシニア層、空き地・空き家、ＩＴを始め今後も期

待される科学技術の成果などの新たなリソースを積極的に子育ての場に活用する

視点も重要である。 

○施策の実施に当たっては、財源の確保を図りつつ、計画段階において可能な限り

数値目標等を設定し、役割・責任分担、スケジュール等を明確にした上で実施、

効果検証を経て次のアクションにつなげるサイクルを確立することが重要であ

る。 

 

 こうした点を踏まえ、 

① 子育ての時間的・空間的・経済的制約を解消し、希望をかなえる 

② 子育てにあらゆる資源を活かし、負担感を軽減する 

という方針の下、以下、提言を行う。 

 

 

III. 少子化克服に向けた具体的な対応方針 

１．子育ての支え手の輪を広げる 

子育てを巡る環境は、子供は何人いるか、夫婦それぞれの就労状況、いざという

時に頼りになる親族や友人が近くにいるか、親の健康状態はどうかなど世帯により

様々であり、また、晩婚・晩産化の影響から育児と介護が同時期に訪れる「ダブル

ケア」や、一人で生計の維持と家事・育児を抱える「ひとり親家庭」などのケース

も増えている。こうした中で、全ての子育て世帯に対して、その状況に応じた支援

を届けることができる仕組みを構築し、子育て世代のみならず、将来を担う若い世

代が、子育てについて安心感を持てる社会を構築することが急務である。 

 

（１）子育ての支え手の多様化 

東京など都市部への人口流入が続く中で、故郷から離れた地で結婚、子育てする

いわゆる「アウェイ育児」をしている女性も多く、育児の心理的、身体的負担の軽

減には、まず、育児の担い手である夫の家庭への参加を促す取組が不可欠である。

また、ひとり親家庭においても、育児の心理的、身体的負担を軽減する必要性は同

様であり、育児に関わる者の多様化が必要である。 

地域においては、ファミリーサポートセンターなど子育て世帯が利用可能なサー

ビスが展開されているが、申込期限の制約があったり、利用するに当たって必要な



 

3 

情報の入手が必ずしも容易ではないため、利用者目線に立ち、支援を求めている側

と支援を提供する側を「つなぐ」取組を強化していく必要がある。特に一時預かり

については、急用が発生した際のセーフティーネットから息抜きを目的とするもの

まで、幅広くニーズがあると見込まれ、充実が望まれる。 

さらに、シニア層が若い世代に支えられるだけでなく、子育て世代の支え手にな

るという発想の転換が必要であり、活力・意欲のあるシニア層などの参画を促し、

子育て支援の裾野を広げていく取組は地域社会の活力維持という観点からも重要で

ある。 

家事の外部・省力化についても、身体的負担の軽減やそれに伴う育児時間の確保

を可能にすることにつながるため、積極的に活用できる環境づくりが必要である。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆男性が育児をしやすくするための法制的な改善策として、育児休業の分割など、

弾力的な育児休業制度について、平成29年施行の改正育児介護休業法の施行状況

等にも留意しながら、中長期的な視点に立って検討する。そのため、本年度中に

施行状況の調査を開始する。調査結果の分析をした上で、育児休業制度に限らず

男性が育児参加できるような方策について検討を開始する。 

◆妊娠期から父親も参画する両親教室を促進する。（例：参加しやすい日時設定、

子の誕生をイメージできるプログラムの構成等） 

◆一時預かり事業の運営状況等の実態を把握し、様々な状況にある家庭の負担軽減

に一層つながるようその充実を進める。 

◆ベビーシッター利用料などの子育て費用に対する支援の在り方について、幼児教

育無償化の議論の結論を踏まえ、税制上の優遇措置の創設の要望の必要性につ

き、整理・検討を進める。 

◆繁忙期の残業や夜勤など、子育て中の家庭の多様な働き方を支援するため、企業

主導型ベビーシッター利用者支援事業について、その利便性の向上策について検

討する。 

◆シニア層の活躍の場の一つとして、地域の子育て支援活動（タマゴ（他孫）育

て）に参画するためのネットワーク機能づくりを促進する。 

◆シニア層を始めとする地域の人材や一時預かりサービスを、手を借りたい子育て

世帯のニーズとＩＴを活用してつなぐ仕組みを構築・強化する。 

（子の預かり・送迎や、買物・食事作り等の家事代行、子の通院時に兄弟姉妹を見

守るなど急な要請にも機動的に対応） 

◆利用者のニーズを踏まえた地域の子育て支援サービスの情報をインターネット上

で一元的に「見える化」する取組を促進する。 

◆企業等の開発する、家事・育児の負担を軽減する新たな商品やサービスを、周

知・顕彰する取組を支援し、普及・開発を促進する。 

等 
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（２）子育てに伴う様々な行事や活動の在り方の工夫 

子育てに伴う「学校・園」関連の行事や活動は、その多くが親にとって子供の成

長に関われる有意義な機会である一方、運営方法によっては、大きな負担となり、

仕事などとの両立の大きな阻害要因となり得る。特に、任意の活動である場合は、

参加が事実上強制されることのないよう、その趣旨を踏まえた運営が徹底される必

要がある。また、子育てに伴う行政的な諸手続についてもオンライン化を推進する

べきである。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆「学校・園」関連の行事や活動の運営について、多様な世帯に配慮した在り方を

検討する。 
◆市町村における子育てに関する行政手続（出生届、児童手当の手続 等）のオンラ

イン化を推進する。 

等 

 

（３）子育てと仕事の両立の希望をかなえる職場環境づくり 

女性の就業率が上昇する中で、多くの女性が直面しているのが子育てと仕事の両

立の問題である。男性も女性も子育てをしながら社会で活躍することが当たり前に

可能である、子育てはキャリアを阻害しない、と皆が思える社会を実現しなければ

ならない。子育て中の従業員世帯への支援を始め、個々の企業が果たす役割も大き

く、積極的な取組が期待される。また、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の

選択肢を増やすことや、中小企業の実情にも配慮した取組が必要である。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆子供の急病を始めとする子育て、介護、不妊治療など様々な事情に対応して柔軟

に休暇が取得できるよう、労働者の希望により１時間単位の有給休暇取得を可能

とする「時間単位年次有給休暇制度」の企業への導入を促進する。 

◆育児のために離職した女性が復職・再就職し、就業を継続できるよう自治体とも

連携しつつ総合的な支援を強化する。 

◆育児休業を取得し、子育てしながらキャリアアップする男性・女性の多様なロー

ルモデルを発信する。 

◆企業におけるフレックスタイム制度、時間単位の年次有給休暇制度、テレワー

ク、転勤への配慮などの柔軟な働き方の導入状況を、女性の活躍推進企業データ

ベース上に「見える化」する。 

◆子連れコワーキングスペースの整備、中小企業の子連れ出勤の環境整備を支援す

る。 

等 
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２．「子育てに寄り添うまちづくり」を応援する 

人口減少・高齢化が進む中、自治体においては地域の活力を維持し、安心して暮

らせるまちづくりの再構築が求められている。こうした中で、経済の活性化と人口

増加・少子化対策は密接にリンクするという考え方に基づき、地域の魅力を向上さ

せ、企業や民間投資を呼び込むとともに、子育て世帯の暮らしを主眼に置いたまち

づくり、いわば「子育てに寄り添うまちづくり」を展開していくことが必要であ

る。その際、各自治体における子育て関係部局とまちづくり関係部局との密接な連

携が重要である。 

具体的には、人口が密集する都市部においては、「生活する子育て世帯」の視点

から、交通利便性の高い主要駅などを拠点に、公共サービスの窓口、医療・福祉や

商業施設など生活利便機能を集積・ネットワーク化するとともに、バリアフリー化

を進める。さらに、「働く子育て世帯」の視点から、それらの集積・ネットワーク

化を通勤動線上の主要な拠点を中心に展開することも考えられる。 

他方、若者の流出・減少に直面している地方都市・過疎地域においては、現在政

府が進めている地方創生の取組を更に推し進め、雇用の場の創出などを通じて、若

者の定着・移住を促進するとともに、その生活インフラとなる子育て関係施設の維

持やにぎわいの創出などによる地域の魅力の向上に向けた取組を行う必要がある。 

こうした取組を通じ、投資を呼ぶ、企業を誘致する、雇用を創る、人を呼ぶ、出

生数が増える、経済が活性化するという好循環を日本各地で生み出していく。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆市町村等がまちづくりを進める過程において、あらゆる場面に子育て世帯の生活

視点を据えることにより、子育て世帯が暮らしやすい「子育てに寄り添うまちづ

くり」を促進する。 

（人口密集地域における例） 

 □主要駅を中心に保育施設・医療機関・相談機関など多様な子育て関係施設、商

業施設を「働く」と「子育てする」を結ぶ動線上に集約して整備 

 □郊外でのサテライトオフィスやコワーキングスペースの整備など、大都市への

通勤を不要とし、職住近接で働くことを可能とする環境整備を推進 

□外出先での子供連れ世帯の移動の負担軽減のため、駅前などにおけるベビーカ

ーなどのシェアリングの導入を促進、バリアフリー化の取組を推進 

（地方都市、過疎地域における例） 

□駅や道の駅などを拠点とした大型遊具、多世代の交流の場、地域特産品の発信

などによるにぎわいの創出 

□子育て機能を有する施設を誘導施設として位置付けたコンパクトシティ化の推

進 
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□移住希望者に対する大規模かつ効果的な情報発信などを通じた地方への移住促

進 

□自治体間の連携等による広域的な結婚支援 

◆若者や子育て世帯、ひとり親世帯等が、シニア世帯と地域コミュニティの中で同

じ空間で暮らしながら「子育て」と「見守り」ができる環境整備を促進する。 

等 

 

３．子育て世帯をやさしく包む社会づくり 

誰もが子供を産み育てやすいと実感できる国にする。面識がなくとも周囲が親子

連れに気軽に声をかけ、手をさしのべる温かい社会を実現する。そのためには、

国・自治体のみならず、企業・団体、様々な世代に属する人、一人一人がそれぞれ

の立場で、やさしいまなざしで子育てを応援していく姿勢を持ち、社会全体で子育

て応援の機運を盛り上げることが不可欠である。国においては機運醸成の国民運動

を展開し、地域においては基礎自治体単位での取組を深化・広域化していくことが

有効である。取組支援の輪が「見える化」されることにより、現役子育て世帯が社

会の支援を実感するとともに、若い世代が子育てに対してその負担面だけでなく、

ポジティブな面にも着目するきっかけにもなり、長い目で見て、少子化の傾向が反

転することにつながることが期待される。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆子育てにやさしい社会的機運の醸成に向けた国民運動の基盤として、関係業界団

体をメンバーとする官民合同の「子育て応援コンソーシアム（仮称）」を立ち上

げ、子育て世帯にやさしいサービス・機能面の充実への取組推進や全国キャンペ

ーンを展開する。 

◆ＩＴを活用した子育て支援パスポートの利用を促進するとともに、子育て支援パ

スポート事業の子育て世帯向けサービスの充実支援を図る。 

◆上記パスポート事業の発展形として、多子世帯の経済的負担をより軽減する観点

から、フランスにおける「大家族カード」制度も参考にしつつ、また、我が国の

高齢者を対象とする各種割引制度の実態も踏まえ、生活に係る幅広い分野で多子

割引制度の普及促進を図る。 

◆地域におけるベビー用品、子育て用品等のシェアリング機能を支援する。 

◆基礎自治体単位の取組の広域化を支援する。 

等 
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４．結婚、妊娠、出産段階から切れ目なく支援する 

子育て支援の充実を通じて、「子育て」に対して抱く不安感が軽減され、明るい

展望が持てるようになれば、将来的な出生率の上昇にもつながることが期待でき

る。他方で、人生の選択肢が多様化し、晩婚化・晩産化が進展していることを踏ま

えると、結婚、妊娠、出産の全ての段階において切れ目のない支援を展開する必要

がある。 

 

（１）結婚の希望の実現を支援する 

結婚支援に当たっては、その希望を持っている人を対象とするものであり、価値

観の押し付けにならないよう最大限留意しながら、若者の都市部への流出に悩む地

方を始めとする各地域において、自治体の枠組みを超えた広域的な取組も含め、

「出会いの場」の提供支援を展開していく必要がある。その際、コミュニケーショ

ンに不安を持っていたり、自分が傷つくことに不安を持つ若者の特徴にも配慮の

上、ＩＴなども活用しつつ、きめ細やかなサポートを行う必要がある。 

また、人生の選択肢が多様化する中で、結婚、妊娠、出産、子育て、仕事を含め

た将来のライフデザインを希望どおり描けるよう、あらかじめ知っておくべき知識

や情報を、様々な教育段階で学ぶ機会を提供していくことも重要である。 

 

＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆ＩＴなどを活用したきめ細やかな「出会いの場」の提供支援を展開するととも

に、広域化に向けた取組を強化する。 

◆結婚、妊娠、出産、子育て、仕事を含めた将来のライフデザインを希望どおり描

くためのキャリア教育、ライフプランニング教育の一層の充実を図る。 

                                    等 

 

（２）子供を持ちたい希望を妊娠前から切れ目なく応援する 

妊娠、出産に関する希望がかない、誰もが安心して妊娠期間を過ごし、出産でき

るよう、子供を持つことを希望する人を適切に支援する。支援に当たっては、地域

の特性に応じた住民満足度の高い寄り添い型支援につなげることが重要である。 

第１子の平均出産年齢が上昇する中で、年齢や健康問題を理由に理想の子供の数

を実現できない人も多いことを踏まえ、不妊治療の充実も含め、妊娠前から切れ目

なく支援する。また、理想の子供の数を実現するためには、子供の数に伴って増加

する経済的負担の問題に対応していく必要がある。特に、初婚年齢の上昇に伴い、

出産間隔が短期化する傾向にある中、多子世帯において経済的負担が一時期に集中

的に発生する可能性が高い。このため、これまでの各種取組に加え、今後、多子世

帯へのより手厚い支援の在り方について検討を行うべきである。 
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＜具体的に考えられる施策の例＞ 

◆子育て支援に当たっては、その前段階である妊娠、出産期における経済面、公的

助成の利用に係る手続面を含めた様々な負担を軽減していくことが重要であると

の認識を共有し、取組を進める。 

◆全ての妊産婦世帯を対象とし、妊娠期から関係機関の連携の下に様々な相談に応

じる「妊産婦世帯への伴走型支援」を展開する。 

◆市町村・民間団体による情報提供（妊婦健診や不妊治療の公費助成を始めとする

様々な関係情報）のＩＴ化を展開する。さらに、地域ＩoＴ実装推進ロードマッ

プ1の重点分野に「子育て分野」が追加されたことを受け、妊娠・出産・子育て支

援パーソナル・ヘルス・レコード（ＰＨＲ）推進施策等を推進する。 

◆不妊治療の助成制度については、初回治療の助成額の増額、男性不妊の治療の対

象化など、医学的知見等に基づき数次にわたる拡充を重ねてきた。今後とも、費

用面等から実態把握を行い、心理的な支援や助成制度について更なる検討を進め

る。また、不妊治療に関する研究の充実を図る。 

等 

 

 

IV．今後に向けて 

少子化の克服には息の長い取組が必要である。出生率の回復を遂げた一部の欧州

諸国では、数十年にわたる継続的な取組の中で、財源を確保するとともに制度の整

備を図りながら社会的な受容力を引き出してきたことが実を結んでいると考えられ

る。 

我が国の家族関係社会支出の対ＧＤＰ比は1.31％であり、国民負担率などの違い

もあり単純に比較はできないが、フランス（2.92％）やスウェーデン（3.64％）な

どの欧州諸国と比べて低水準となっている2。今後、全世代型社会保障への改革が進

む中で、より一層の少子化対策を行う上で必要な財源を確保することについて国民

的な議論が深まり、更なる検討がなされることが必要である。 

もとより、国民皆が希望を持てる豊かな社会を築くことが少子化対策の基本であ

る。こうした少子化対策は成果が現れるまでに年月を要し、世代を超えて取り組む

べき課題である。現世代による真摯な議論・取組が、次世代にもしっかり引き継が

れて前に進んでいくよう、政府一体となって継続的に議論が行われることが重要で

ある。 

本提言の内容は、制度改正を伴う多方面からの中長期的検討が必要なものから、

現在の施策の延長線上にあるものまで多岐にわたるものであり、できることから直

                                        
1 地域ＩoＴ実装推進ロードマップ（平成30年4月25日改定） 
2 国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」（2015年度） 



 

9 

ちに着手することが肝要である。そして、国民一人一人が、子供や子育て世帯をや

さしいまなざしで包み込み、その温かみを皆が実感できる社会をつくっていくこと

が次世代への責任と感じるよう、少子化の克服に向けた国民の意識喚起を図り、更

なる少子化対策の強化に向けた継続的な取組の展開を期待する。
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